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第 1 問  

 法人所得税（法人税）に関連して、以下の文章は正しいか。根拠も説明しなさい。 
① 法人所得税を減税すると企業の経済活動は活発になる。（15 点） 
② 日本の法人税率が海外の法人税率よりも高いことは、企業の海外移転を促進し、国内産業

の空洞化を招く。（10 点） 
 

第 2 問  

 育児・教育に関する以下の設問に答えなさい。 
① 理論的には女性の社会進出が進むと少子化が進行すると予想される。その理由を簡潔に

説明しなさい。（5 点） 
② 認可保育園で多数の待機児童が生じている原因について簡潔に説明しなさい。（10 点） 
③ 就職活動において企業が学歴によって対応を変えるのは何故か。人的資本理論に基づく

説明と、シグナリング理論に基づく説明を分けて書きなさい。（10 点） 
 

第 3 問  

 課税に関する以下の設問に答えなさい。 
① 労働所得税の課税によって労働供給が減ることもあれば、増えることもある。何故か。図

示して説明しなさい。（10 点） 
② 支出税とはどのような税か。労働所得税との違いが分かるように簡潔に説明しなさい。（10

点） 
③ 労働所得税を廃止して支出税を導入すると、経済活動にどのような影響があると考えられ

るか。最も重要と考える影響を 1 つ選んで簡潔に説明しなさい。（5 点） 
 

第 4 問  

 以下の用語について、2 つのちがいを強調して簡潔に説明しなさい。（各 5 点、計 25 点） 
① 直接税と間接税 
② 応能原則と応益原則 
③ 水平的公平と垂直的公平 
④ 積立方式と賦課方式 
⑤ 相続税と遺産税 


